
(4) がん・生殖医療ネットワーク：
全国自治体調査結果報告とネットワークの要件制定に関して

岐阜大学大学院医学系研究科産科婦人科学分野
古井 辰郎

「小児・AYA 世代がん患者等の妊孕性温存療法研究促進事業に関する説明会(厚生労働行政推進調 査事業
費補助金がん対策推進総合研究事業 小児・AYA 世代のがん患者等に対する妊孕性温存療 法のエビデンス
確立を目指した研究—安全性(がん側のアウトカム)と有効性(生殖側のアウト カム)の確立を目指して)」

2021年8月12日 オンライン

日本産科婦人科学会オンライン説明会



第３期がん対策推進基本計画(2018年3月)

(7) 小児がん、AYA世代のがん及び高齢者のがん対策
② AYA世代のがんについて
医療従事者が患者に対して治療前に正確な情報提供を行い、
必要に応じて、適切な生殖医療を専門とする施設に
紹介できるための体制を構築する。

通常の生殖医療（不妊患者を対象とした）とは異なる
・がん患者（未婚、未成年も含めた）が対象
・がん治療を最優先とした意思決定支援が重要（がん・生殖医療双方からの）
・妊孕性温存が適当ではない患者への情報提供やケアも必要

・情報提供
・意思決定支援
・医療連携体制



妊孕性温存療法実施医療機関について

3

〈対応方針〉
○都道府県でがん・生殖医療の連携ネットワーク体制（※）が構築されていることを要件とする。

３．実施医療機関の要件について （１）がん等の治療と⽣殖医療の連携体制

（※）がん・⽣殖医療の連携ネットワークについて
・がん・⽣殖医療の連携ネットワークとは、各都道府県におけるがん治療施設、⽣殖医療施設及び⾏政機関の連携体制
のこと。
・現在、４０都道府県において地域ネットワークについての情報が（令和３年１⽉現在）。⽇本がん・⽣殖医療学会の
ウェブサイトで公開されている
・厚⽣労働科学研究「がん・⽣殖医療連携ネットワークの全国展開と⼩児・AYA世代がん患者に対する妊孕性温存の診
療体制の均てん化にむけた臨床研究―がん医療の充実を志向して」（研究代表者：鈴⽊直）において、がん・⽣殖医療
ネットワーク体制構築を実現するための研究が進められている。
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全国47都道府県のがん・生殖医療ネットワーク （2019.10までにキックオフ）
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地域におけるがん・生殖医療ネットワークの現状と課題
（2020年度〜調査結果より）



令和元年度厚生労働科学研究費補助金（がん政策研究事業）
小児・AYA 世代がん患者の妊孕性温存治療の生殖医療ネットワークを

全国的に均てん化するための研究
(19EA1015)

令和元年度厚生労働科学研究費補助金（がん政策研究事業）
小児・AYA世代のがん患者等に対する妊孕性温存療法のエビデンス確立を目指した研究—

安全性（がん側のアウトカム）と有効性（生殖側のアウトカム）の確立を目指して
(21EA2004)

・『地域がん・生殖医療ネットワーク構築を考える会』
2020年1月24日、2月5日：未整備地域24箇所、ワークショップ

・がん・生殖医療ネットワーク設立または準備状況の把握に関する全国調査
2020年4月〜2021年4月（で概ね回収）

・ネットワークの要件案の提案と意見募集
2021年2月〜４月、メール、がん診療医、生殖医療医、行政担当課



令和元年度厚生労働科学研究費補助金（がん政策研究事業）
小児・AYA 世代がん患者の妊孕性温存治療の生殖医療ネットワークを全国的に均て ん化するための研究(19EA1015)

・『地域がん・生殖医療ネットワーク構築を考える会』 2020年1月24日、2月5日

対象：2019年末までに未整備地域24箇所の行政、がん診療、生殖医療の３者
ネットワーク構築に向けたワークショップによる課題抽出

・全国調査（がん・生殖医療ネットワーク設立または準備状況の把握）
2020年4月〜2021年4月（で概ね回収）

・ネットワークの要件案の提案と意見募集 2021年2月〜４月



竹中ら：がんと化学療法誌47巻(12); 1691-1696, 2020年

地域ネットワーク構築の阻害要因として
・ノウハウがない
・イニシアチブをとる機関がない
・マンパワーの不足
・予算不足

地域ネットワーク構築の主導を期待するのは？
・都道府県行政
・都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会
・都道府県がん診療連携拠点病院

令和元年度厚生労働科学研究費補助金（がん政策研究事業）
小児・AYA 世代がん患者の妊孕性温存治療の生殖医療ネットワークを全国的に均て ん化するための研究(19EA1015)

『地域がん・生殖医療ネットワーク構築を考える会』 2020年1月24日、2月5日

対象：2019年末までに未整備地域24箇所の行政、がん診療、生殖医療の３者
ネットワーク構築に向けたワークショップによる課題抽出



令和元年度厚生労働科学研究費補助金（がん政策研究事業）
小児・AYA 世代がん患者の妊孕性温存治療の生殖医療ネットワークを全国的に均て ん化するための研究(19EA1015)

・『地域がん・生殖医療ネットワーク構築を考える会』 2020年1月24日、2月5日

対象：2019年末までに未整備地域24箇所の行政、がん診療、生殖医療の３者
ネットワーク構築に向けたワークショップによる課題抽出

・全国調査（がん・生殖医療ネットワーク設立または準備状況の把握）
2020年4月〜2021年4月（で概ね回収）

・ネットワークの要件案の提案と意見募集 2021年2月〜４月
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(n=37)

返信者 行政 16 27.8%

代表者 決定済み 32 86.5%

行政窓口あり 28 75.7%

腫瘍窓口あり 30 81.1%

生殖窓口あり 35 94.6%

代表者
産婦人科 25 78.1% n=32（代表未定県除く）

大学病院 28 87.5% n=32（代表未定県除く）

腫瘍の窓口
産婦人科 16 53.3% n=30(腫瘍or生殖の窓口がない地域除く）

大学病院 21 70.0% n=30(腫瘍or生殖の窓口がない地域除く）

生殖の窓口 大学病院 27 77.1% n=35(生殖の窓口がない地域除く）

腫瘍・生殖が同一施設 15 50.0% n=30(腫瘍or生殖の窓口がない地域除く）

代表と腫瘍窓口がともに産婦人科 14 51.9% n=27腫瘍窓口いずれか一つでも未定地域除く

産婦人科以外の医師関与なし 18 51.4% n=35(腫瘍と生殖ともに未定地域除く）

岐⾩、埼⽟、滋賀、京都、広島、三重を除く全都道府県に調査
発送＝40都道府県、有効回答=37

2021/02/05 updated



小児・AYA世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事業

〈対応方針〉
○都道府県でがん・生殖医療の連携ネットワーク体制（※）が構築されていることを要件とする。

３．実施医療機関の要件について （１）がん等の治療と⽣殖医療の連携体制

#1 ネットワークの構成として必要なもの？
#2 ネットワークの役割とは？
#3 持続可能性のために必要なこと？

がん・生殖医療ネットワークとは？

地域ネットワークの
定義、機能の明確化、設立要件の策定

を検討



令和元年度厚生労働科学研究費補助金（がん政策研究事業）
小児・AYA 世代がん患者の妊孕性温存治療の生殖医療ネットワークを全国的に均て ん化するための研究(19EA1015)

・『地域がん・生殖医療ネットワーク構築を考える会』 2020年1月24日、2月5日

対象：2019年末までに未整備地域24箇所の行政、がん診療、生殖医療の３者
ネットワーク構築に向けたワークショップによる課題抽出

・全国調査（がん・生殖医療ネットワーク設立または準備状況の把握）
2020年4月〜2021年4月（で概ね回収）

・ネットワークの要件案の提案と意見募集 2021年2月〜４月





全47都道府県のがん、生殖、行政それぞれへ意見募集：141件
３者でまとめて1回答：1県
がん診療と生殖医療が同一人物による回答：1県
複数のメンバーから回答：1県（癌診療医7名、生殖医療2名）

2.がん・生殖医療ネットワーク要件案に対するコメント募集結果

(51.1%)

(70.2%)

(70.2%)



（生殖、行政から）
責任者の指定を、がん診療連携拠点病院連絡協議会がすることに異論



心理士、ナビゲータは現状では無理行政：どうやって指定？ 行政：内容含めて、緩くしてほしい





生殖医療、妊孕性温存に関する医療リソースの地域偏在

2021/7/18 学会webサイトより
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⽇産婦医学的適応による卵⼦・胚・卵巣組織凍結施設
2021/7/18 学会webサイトより

認定施設０＝2県
卵巣凍結認定施設０＝18県
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⽇本⽣殖医学会⽣殖医療専⾨医
（923名うち72名が泌尿器科医）
2021/7/18 学会webサイトより



まとめ



多くの地域でネットワークの組織化は行われつつあるが、産婦
人科中心（特に大学病院）

＝多様な患者ニーズへの対応や持続可能性は？

地域ネットワークの構築・運営・維持における課題
・マンパワー不足
・組織的裏付けがないこと
・予算

ネットワークの要件設定に対する反応は概ね賛同
・がん、生殖医療、行政で温度差があり
・医療リソースの地域格差による問題が存在



地域がん・生殖医療ネットワークの要件（案）
ヒアリング後の修正へ

考え方
地域の実情を許容しつつ、組織的・機能的な持続可能性を担保するための、
最低限必要な要件を定義する

組織として
・がん診療、生殖医療、行政の窓口の設定
・定期的な意見交換（方法等は要検討）
・公的な位置付け（行政？ がん拠点病院連絡協議会？ がん対策協議会？による）
・公的な運営体制（持続可能性）
・OCjpn（または研究班）による把握とNW間の情報共有に参加
機能として
・妊孕性温存だけを目的としない幅広いCAYA患者に対する情報提供と意思決定支援
・そのための人材育成、啓発、広報

今後、研究班⼩班会議およびWGで詳細を決定へ


